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総合センターの概要について 

 

１ 設置目的 

   地域住民の福祉の向上及び住民相互の交流の促進を図るためのコミュニティの拠点

となる施設として総合センターを設置する。 

（尼崎市立総合センターの設置及び管理に関する条例第２条） 

 

２ 法的な位置づけ・根拠 

・ 社会福祉法 第２条に規定される隣保館 

・ 隣保館設置運営要綱 

・ 尼崎市立総合センターの設置及び管理に関する条例（以下「総合センター条例」と

いう。） 

・ 尼崎市立総合センターの設置及び管理に関する条例施行規則 

 

３ 設置数 

   ６館 

   （上ノ島、神崎、水堂、今北、南武庫之荘、塚口の各総合センター） 

 

４ 設置年度 

   昭和４６～５０年度 

 

５ 事業（総合センター条例第４条） 

  ⑴ 地域住民の生活及び人権に関する相談に関すること。 

⑵ 住民相互の交流に関すること。 

⑶ 人権啓発に関すること。 

⑷ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事業 

 

６ 主な経緯 

・ 本市の同和対策は、昭和２３年から始められ、昭和４３年にかけて、保育所、共同

浴場、公民館分館及び隣保館の設置等を実施してきた。 

・ 国の同和対策審議会は、昭和４０年８月に「同和地区に関する社会的及び経済的諸

課題を解決するための基本的方策」について答申した。 

・ 国は、同答申を受け、昭和４４年７月に１０年間の時限法として「同和対策事業特

別措置法」を制定・施行した。 

・ 本市では、昭和４５年１月、尼崎市地区改善対策審議会から答申が出され、同和問

題の根本的な解決と同和対策の効率的な実施のため、総合的な視野のもとに長期計

画を策定して実施することが要請された。 

・ 総合センターは、社会福祉法第２条に規定される隣保館事業を実施する施設として、

昭和４６年度の今北総合センターから順次６総合センターを設置した。 
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・ 設置後は国が定めた「隣保館設置運営要綱」、「同和対策事業特別措置法」及び「尼

崎市同和対策審議会答申」等に基づき、各種事業を実施してきた。 

・ 各地区には、総合センター、公民館、老人福祉センター、青少年会館及び保育所が

設置されており、特に、総合センターは、同和問題解決の拠点並びに各地区施設の

統括的機能を持つ施設として位置づけられており、地区住民の生活・文化の向上、

自立意識の高揚等を図る取組みや周辺地域住民に対する啓発活動の拠点としての

取組みを実施してきた。 

・ 平成１３年１２月に尼崎市同和対策審議会から「同和問題解決に向けた施策の今後

のあり方」（答申）を受けた。そのなかで、地区施設を活用した地区内外住民の交

流を促進するための取り組みが求められた。 

・ 具体的には、今後、各地区施設は総合センターを中心としたコミュニティづくりの

取組みを進め、将来においては、公民館分館、老人福祉センター分館、青少年会館

の機能を総合センターに統合して、それぞれの施設の機能を果たし、人権が尊重さ

れるコミュニティづくりの拠点として位置づけるべきであるとの内容である。 

・ 平成１４年３月末の「地域改善特定事業にかかる国の財政上の特別措置に関する法

律の一部を改正する法律」の法期限により３０年余りに亘った特別対策としての同

和対策事業は終結したことから、「隣保館設置運営要綱」も改正され、総合センタ

ーは同和問題をはじめとして、あらゆる人権問題の解決のため、地域住民に対し、

福祉の向上や人権啓発のための住民交流となる地域に密着したコミュニティセン

ターとしての活動が要求されることとなった。 

・ 平成１７年１０月に尼崎市立総合センター運営審議会から、市当局から提案のあっ

た、地区施設の機能の総合センターへの統合案について、基本的に賛成する旨の意

見書が提出された。 

・ 平成１８年４月に地区施設（老人分館、青少年会館、公民館分館）機能を総合セン

ターに統合し、新たな総合センターとして青少年から高齢者までを対象とした幅広

い事業を展開している。 

・ 平成１９年６月に、隣保館設置運営要綱との整合を図るため、尼崎市立総合センタ

ーの設置及び管理に関する条例の一部改正を行い、設置目的、事業内容を変更する

とともに、総合センター運営審議会についても新たに市民の代表を加えるなど委員

構成の改正を行った。 

・ 平成２０年３月３１日で旧神崎老人センター分館を閉鎖した。 

・ 平成２０年３月３１日で旧水堂老人センター分館を閉鎖し、跡地を売却した。 

・ 平成２１年３月３１日で今北、南武庫之荘の旧青少年会館を休館した。 

・ 現在、行財政構造改革推進プランにおいて、総合センターの施設、組織及び事務事

業について、機能統合後、４年以上を経過したことなどから、一定の検証を踏まえ

た上で見直しが求められている。 

・ 平成２２年３月３１日で旧塚口老人センター分館を閉鎖し、跡地を売却した。 

・ 平成２３年５月６日に旧神崎老人センター分館跡地を売却した。 

・ 平成２３年度に上ノ島総合センター２階の整備改修工事を実施し、旧上ノ島青少年
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会館機能を仮移転のうえ、平成２４年３月３１日で旧上ノ島青少年会館を閉鎖した。 

・ 平成２４年５月１日～７月２９日で南武庫之荘総合センター整備事業工事設計業

務委託を実施し、今年度内に整備工事を終了し、旧老人福祉センター分館機能を総

合センターに移転し、平成２５年３月３１日で旧老人福祉センター分館を閉鎖する

予定。 

 

（参考） 

別紙「総合センター施設の設置状況等について」 

（参考）総合センター運営審議会委員構成の対比（平成１９年改正） 

      改正前            改正後 

       委員数は１４名以内         委員数は１４名以内 

      ①学識経験者 ６人以内       ①学識経験者 

      ②同和事業関係者 ６人以内     ②市民の代表 

      ③本市関係職員 ２名以内      ③関係行政機関 

 

７ 機能統合について（平成１８年度） 

      統合前               統合後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ “あまがさき”行財政構造改革推進プラン 

 １－⑷事務事業の見直し 

№ 事業名 事業概要 改革改善の方向 

32 総合センタ

ーの施設、

組織及び事

務事業の見

直し 

 

１ 対象 

  地域住民及び周辺住民 

２ 意図 

 同和問題をはじめとす

る人権問題の解決 

３ 手段 

１ 改善内容 

  総合センターの施設、組織及び事務

事業について、見直しを行う。 

２ 改善理由 

  総合センターについては、１８年４

月に各地区施設機能（老人福祉セン

総合センター 
（人権啓発室） 

老人福祉センター 
分館（健康福祉局） 

公民館分館 
（教育委員会） 

青少年会館 
（教育委員会） 

 
 
 
 
   新：隣保館デイサービス事業 

 
   新：地域交流促進事業 

 
 
 

総合センター 

自立支援機能 

地域交流機能 

人権啓発・学習・情報発信機能 

管理運営機能 

各機能を 
精査・整理

し、統合し

た。 
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９ 今後の課題等 

・ 施設の利用率の向上 

・ 施設の老朽化への対応 

・ 行財政構造改革推進プランの取組 

 

行財政構造改革推進プラン 

総合センターの施設、組織及び事務事業の見直し 

                               （単位：千円） 

年度 取組内容 効果額 効果額合計 

事務事業の見直し(概ね事業費の５％減） 1,757 

神崎・水堂老人分館閉鎖による維持管理経費減 9,800 Ｈ２０ 

組織・定数の見直し(課長６人減、職員２人減） 28,872 

40,429 

事務事業の見直し(概ね事業費の１０％減） 1,228 

今北・南武旧青館休館による維持管理経費減 7,338 

組織・定数の見直し(職員６人減） 22,002 
Ｈ２１ 

一時的経費削減(概ね事業費の５％減） 1,515 

32,083 

事務事業の見直し(概ね事業費の３０％減） 3,601 

塚口老人分館閉鎖による維持管理経費減 4,372 Ｈ２２ 

組織・定数の見直し(職員６人減） 21,300 

29,273 

Ｈ２３ 総合センター館管理業務委託の一部拡大 4,000 4,000 

Ｈ２４ 旧上ノ島青少年会館維持管理経費 9,053 9,053 

 

 

 

 

 

 人権が尊重される開かれ

たコミュニティセンターと

して、青少年から高齢者まで

を対象とした各種事業を展

開している。 

４ 事業費（一般財源） 

 － 

ター分館、青少年会館、公民館分館）

を総合センターに機能統合したとこ

ろであるが、機能統合後、１年以上

を経過したことなどから、一定の検

証を踏まえた上で見直しを行う。 

３  実施時期 

平成２０年度から順次見直し 


